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横浜市における待機児童対策の主な取組例 

①「緊急整備地域」の設定･･･保育所整備を特に進めたい地域を「緊急整備
地域」として指定し、整備費補助額を 1.5倍に増額して、整備を誘導 

②横浜市預かり保育幼稚園・横浜保育室連携モデル･･･「横浜市預か
り保育幼稚園」と「横浜保育室」が連携し、就学前までの一環した保育環
境を確保するモデル事業の実施 

③新設保育所の４・５歳児保育室を活用した、定期利用一時保
育･･･定員割れがおきやすい新設園の４・５歳児保育室で、年間契約（た
だし、当該年度末まで）の一時保育を実施。また、既設保育園でも年間契
約を可能にする。 

④横浜保育室保育料に対する補助の拡大･･･横浜保育室の保育料軽減助
成補助の拡充のほか、求職中の被保護世帯もしくは非課税ひとり親世帯に
対する３か月間の保育料全額補助 

⑤保育コンシェルジュの配置･･･保育サービスに関する相談を専門とした
「保育コンシェルジュ」を各区役所に配置し、子育ての相談を受けるとと
もに、一時預かりや幼稚園預かり保育など多様なサービスの情報を提供 

⑥横浜保育室の賃料補助の増額･･･賃貸物件の賃料水準が高く、横浜保育
室の整備が進まない地域における家賃助成額の引き上げによる整備促進 

⑦保育士確保のための就労支援･･･保育施設が増えている一方、不足して
いる保育士を確保するため、私立園長会・ハローワーク・県社協と連携し、
新卒および潜在保育士を対象とする就職説明会や就労支援講座の開催 

⑧不動産物件情報の提供･･･保育施設を整備するのに適した物件を保育運
営事業者が自身で探すのが困難になってきていることから、ＵＲ都市機構、
宅地建物取引業協会及び全日本不動産協会等の不動産業者から物件情報を
提供してもらい、運営事業者へ紹介 

⑨土地所有者と保育運営事業者のマッチング･･･整備可能な民有地と
保育運営事業者をそれぞれ公募し、マッチングを行う。  

⑩ＮＰＯ法人等を活用した家庭的保育･･･ＮＰＯ法人等がマンション等
の賃借物件を使用し、複数の保育者による小規模な保育の実施 

⑪送迎保育ステーションの整備･･･駅近くに一時的に児童を預かる送迎保
育ステーションを整備し、保育所へのバス送迎を実施 

⑫幼稚園預かり保育･･･認定した幼稚園における 7：30～18：30 の預かり保育
の実施 

西宮市における待機児童対策の主な取組例 

①賃貸物件を活用した民間保育所分園 

②小学校・幼稚園の余裕教室など既存施設を活用した保育ルーム 

③幼保連携型認定こども園 
④４歳児待機児童対策事業「４歳児ランド」･･･未就園の４歳児を対象とし、友達と一緒に集団で遊びな

がら、子どもたちが成長するきっかけの場として、幼稚園で実施。開催日時は各回 2 時間（原則月・水の午
後 1時半から）年間 50 回程度 

＜参考＞待機児童解消加速化プランの支援パッケージ 

○潜在ニーズも含めた待機児童の解消を強力に進めるため、潜在ニーズも含めた待機児童の解消に意欲のある自治体
の手上げ方式により、支援策を総合的に実施。 

①賃貸方式や国有地も活用した保育所整備【ハコ】 
［施設整備費］･･･保育所緊急整備事業 
［改修費・賃借料等］･･･賃貸物件を活用した保育所整備事業、小規模保育設置促進事業、幼稚園預かり保育改

修事業、家庭的保育改修事業 
［土地等の確保］･･･民有地マッチング事業、国有地、公有地の活用 

②保育の量拡大を支える保育士確保【ヒト】 
［保育士確保施策］･･･保育士養成施設新規卒業者の確保、保育士の就業継続支援、潜在保育士の再就職等を支

援する「保育士・保育所支援センター」の設置、再就職前研修の実施、職員用宿舎借り上げ支援 
［保育士の資格取得と継続雇用の支援］･･･認可外保育施設に勤務する保育士資格を有しない保育従事者の保育

士資格取得に対する支援、保育士養成施設入学者に対する修学資金貸付 
［保育士の処遇改善］･･･保育士の処遇改善 

③小規模保育事業など新制度の先取り 
［小規模保育運営支援事業］･･･施設型小規模保育事業（利用定員６人以上１９人以下の施設）への運営費支援、

グループ型小規模保育事業（複数の保育ママが同一の場で実施）への運営費支援 
［長時間預かり保育支援事業］･･･幼稚園で行う長時間預かり保育への運営費支援 
［利用者支援］･･･利用者支援の強化に向けた専任職員の配置 

④認可を目指す認可外保育施設への支援 
［整備費支援］･･･改修費、賃借料等 
［運営費支援］･･･一定程度の基準を満たした施設への運営費支援 
［移行費支援］･･･認可化移行可能性調査費、移転費用、仮設費用等、認可外保育施設に勤務する保育士資格を

有しない保育従事者の保育士資格取得に対する支援 

⑤事業所内保育施設への支援 
助成要件を緩和 


